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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体金属冷却材を用いる原子炉であって、前記原子炉は、前記液体金属冷却材レベルよ
り下にある炉心を有する圧力容器、蒸気発生器、循環ポンプ、及び前記原子炉内に位置し
測定ユニットに接続された制御要素を収容する液体金属冷却材状態監視システムを備え、
前記制御要素は、前記圧力容器の中心及び周縁に位置し前記液体金属冷却材層内に酸素濃
度を測定する感知素子を有する酸素熱力学的活性センサ、並びに前記液体金属冷却材レベ
ルの上に位置し前記冷却材中に周期的に浸漬可能であるように設計され、酸素濃度を測定
する感知素子を有する更なる酸素熱力学的活性センサを含む、原子炉。
【請求項２】
　少なくとも２つの前記酸素熱力学的活性センサが据え付けられ、前記酸素熱力学的活性
センサの前記感知素子は、前記液体金属冷却材層内にある、請求項１に記載の原子炉。
【請求項３】
　前記液体金属冷却材レベルの上に位置する前記更なる酸素熱力学的活性センサは、垂直
移動デバイスを備える、請求項１に記載の原子炉。
【請求項４】
　前記更なる酸素熱力学的活性センサは、前記圧力容器の中心部に位置する、請求項１に
記載の原子炉。
【請求項５】
　固体電解質を前記酸素熱力学的活性センサとして使用する、請求項１に記載の原子炉。
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【請求項６】
　請求項１に記載の前記原子炉内に配置して用いられ、測定ユニットに接続された制御要
素を収容する原子炉液体金属冷却材状態監視システムであって、前記制御要素は、前記圧
力容器の中心及び周縁に位置する酸素熱力学的活性センサ、前記液体金属冷却材層内に位
置する酸素濃度を測定する感知素子、及び前記液体金属冷却材レベルの上に位置し前記液
体金属冷却材中に周期的に浸漬可能であるように設計され、酸素濃度を測定する感知素子
を有する更なる酸素熱力学的活性センサを含む、原子炉液体金属冷却材状態監視システム
。
【請求項７】
　少なくとも２つの前記酸素熱力学的活性センサが据え付けられ、前記酸素熱力学的活性
センサの前記感知素子は、前記液体金属冷却材層内にある、請求項６に記載の原子炉液体
金属冷却材状態監視システム。
【請求項８】
　前記液体金属冷却材レベルの上に位置する前記更なる酸素熱力学的活性センサは、垂直
移動デバイスを備える、請求項６に記載の原子炉液体金属冷却材状態監視システム。
【請求項９】
　前記更なる酸素熱力学的活性センサは、前記圧力容器の中心部に位置する、請求項６に
記載の原子炉液体金属冷却材状態監視システム。
【請求項１０】
　固体電解質を前記酸素熱力学的活性センサとして使用する、請求項６に記載の原子炉液
体金属冷却材状態監視システム。
【請求項１１】
　請求項１に記載の液体金属冷却材を用いる原子炉内の酸素熱力学的活性を監視する方法
であって、前記液体金属冷却材中の酸素熱力学的活性を測定すること、及び前記測定ユニ
ットに読取り値を送ることによる、方法であり、前記測定は、前記圧力容器の「高温」中
心部分及び「常温」周縁部分で連続的に実施され、前記酸素熱力学的活性は、前記原子炉
「高温」中心部分で断続的に更に測定される、方法。
【請求項１２】
　前記酸素熱力学的活性の更なる測定は、前記原子炉の前記中心部分で１ヶ月に１又は２
回実施される、請求項１１に記載の監視方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子力に関し、主要回路内で鉛含有液体金属冷却材を用いる発電プラント内
、特に重液体金属冷却材（ＨＬＭＣ）、即ち４４．５％Ｐｂ－５５．５％Ｂｉ共晶合金及
び鉛、をそれぞれ用いる高速中性子原子炉内で使用できる。
【背景技術】
【０００２】
　ＨＬＭＣに固有の特徴は、構造材料に対するかなり高い腐食性である。
【０００３】
　これに関連して、使用の際に現れる鉛含有液体金属冷却材技術の主な目的は：
　－鉛含有液体金属冷却材と接触して使用される構造材料の耐食性を保証し；
　－冷却材及び循環ループ機器の内部面の両方に必要な純度をもたらす（プラントの個々
の区分へのスラッギングを防止するため）
ことである。
【０００４】
　ＨＬＭＣ中に溶存する酸素濃度は、ＨＬＭＣと接触して動作する機器及びパイプライン
の表面の腐食挙動に著しく影響を与える。
【０００５】
　鉄及びクロムと比較するとより低い、鉛及びビスマスの酸素親和性のために、基体への
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良好な接着性を有するかなり薄い（１～１０μｍ）高密度酸化膜が、溶存酸素を含有する
鉛又は鉛－ビスマス溶融物と接触する鋼鉄面上に形成される。そのような膜が存在すると
、構造材料の耐食性は大幅に増大する。
【０００６】
　したがって、現在、ＨＬＭＣと接触する構造材料を保護する主な方法は、表面の酸素不
活性化（阻害）であり、こうして材料面上に酸化物膜を形成し、材料面を維持することに
ある。
【０００７】
　酸化物膜の性質のために、プラントの動作中、膜の状態は、冷却材中の酸素熱力学的活
性のレベルによって大きく決定される。
【０００８】
　冷却材（鉛－ビスマス、鉛）中の溶存酸素の濃度が臨界値を下回ると、構造鋼鉄に対す
る確実な腐食保護がもたらされない。
【０００９】
　一方で、冷却材中に相当量の酸素があると望ましくない。というのは、相当量の酸素は
、冷却材中に固相酸化物の容認できない蓄積をもたらすためである。
【００１０】
　この全てにより、全ての設計動作モードにおいて、冷却材中の設定酸素熱力学的活性の
連続的な監視、維持を必要とする。
【００１１】
　液体金属冷却材を用いる原子炉を備える原子力発電プラントが公知であり、この原子炉
は、冷却材レベルより下にある炉心、蒸気発生器、循環ポンプ、及び酸素熱力学的活性を
定期的に測定することによって液体金属冷却材状態を監視するシステムを有し、このシス
テムは、冷却材中に浸漬し、容器内の測定ユニットに接続した単一の制御要素を有する。
［Ｐ．Ｎ．Ｍａｒｔｙｎｏｖ、Ｒ．Ｓｈ．Ａｓｋｈａｄｕｌｌｉｎ、Ａ．Ａ．Ｓｉｍａｋ
ｏｖ等。「Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ａｎ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｓｙｓｔｅｍ　
ｏｆ　Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ，　Ｆｏｒｅｃａｓｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ｏ
ｆ　ｔｈｅ　Ｓｔａｔｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｌｅａｄ－Ｂｉｓｍｕｔｈ　（Ｌｅａｄ）　Ｃ
ｏｏｌａｎｔ　ａｎｄ　Ｓｕｒｆａｃｅｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ
　Ｐｌａｎｔ　Ｃｉｒｃｕｉｔ（原子力発電プラント回路の鉛－ビスマス（鉛）冷却材状
態及び表面を監視、予測、制御する自動システムの開発）」、第３回学際的科学・実務会
議「Ｈｅａｖｙ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｍｅｔａｌ　Ｃｏｏｌａｎｔｓ　ｉｎ　Ｎｕｃｌｅａｒ
　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ（原子力技術における重液体金属冷却材）」の報告書、Ｏｂ
ｎｉｎｓｋ。２００８年９月１５～１９日、全２巻。Ｏｂｎｉｎｓｋ：ＲＦ　ＳＳＣ－Ｉ
ＰＰＥ、２０１０年、第１巻１２８～１３６頁］）（非特許文献１）。
【００１２】
　しかし、これらの知見は、常に事実に基づくわけではない。というのは、様々な工程条
件下、原子力プラント回路部品の「常温」部分では、スラッギング及び酸化物相の結晶化
がもたらされ、原子力プラント回路部品の「高温」区分では、構造材料内面上の保護酸化
物コーティングの破損が生じるが、上記知見は、そうした工程条件下における回路の様々
な部品の酸素熱力学的活性の真値を提供していないためである。
【００１３】
　したがって、循環液体金属冷却材を用いる原子力プラントの確実で安全な動作に関して
、冷却材中の酸素熱力学的活性を一定レベルで維持する必要、したがってこのパラメータ
の確実で正確な監視を実現する必要がある。
【００１４】
　更に、原子力プラント全体の動作モードを変更させること（出力、冷却材流量の変更）
によって、温度の関数として酸素熱力学的活性に関する情報を適時に得ることが慣例であ
るが、このことは非常に望ましくないことである。
【先行技術文献】
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【非特許文献】
【００１５】
【非特許文献１】Ｐ．Ｎ．Ｍａｒｔｙｎｏｖ、Ｒ．Ｓｈ．Ａｓｋｈａｄｕｌｌｉｎ、Ａ．
Ａ．Ｓｉｍａｋｏｖ等。「Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ａｎ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　
Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ，　Ｆｏｒｅｃａｓｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏ
ｎｔｒｏｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｔａｔｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｌｅａｄ－Ｂｉｓｍｕｔｈ　（
Ｌｅａｄ）　Ｃｏｏｌａｎｔ　ａｎｄ　Ｓｕｒｆａｃｅｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎｕｃｌｅａ
ｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｐｌａｎｔ　Ｃｉｒｃｕｉｔ（原子力発電プラント回路の鉛－ビスマス
（鉛）冷却材状態及び表面を監視、予測、制御する自動システムの開発）」、第３回学際
的科学・実務会議「Ｈｅａｖｙ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｍｅｔａｌ　Ｃｏｏｌａｎｔｓ　ｉｎ　
Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ（原子力技術における重液体金属冷却材）」
の報告書、Ｏｂｎｉｎｓｋ。２００８年９月１５～１９日、全２巻。Ｏｂｎｉｎｓｋ：Ｒ
Ｆ　ＳＳＣ－ＩＰＰＥ、２０１０年、第１巻１２８～１３６頁］）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の技術的目的は、液体金属冷却材中の設定酸素熱力学的活性の確実な監視を保証
し、原子力プラントのあらゆる設計動作条件下で、この活性を維持することである。
【００１７】
　本発明の技術的結果は、原子炉流路内の液体金属冷却材の物理的、化学的工程に関する
情報を連続的且つ確実に得ることができることによる、原子炉動作の信頼性の向上である
。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　上記の結果は、液体金属冷却材を用いる原子炉の創出によって達成され、この原子炉は
、冷却材レベルより下にある炉心を有する容器、蒸気発生器、循環ポンプ、及び原子炉内
に位置し測定ユニットに接続した制御要素を収容する液体金属冷却材状態監視システムを
備え、システム制御要素は、原子炉圧力容器の中心及び周縁に位置し液体金属冷却材層内
に感知素子を有する酸素熱力学的活性センサ、並びに液体金属冷却材レベルの上に位置し
冷却材中に周期的に浸漬可能であるように設計した更なる酸素熱力学的活性センサを含む
。
【００１９】
　酸素熱力学的活性センサの数は、変更できる。センサの数を増やすと、測定の正確さが
向上する。しかし、センサの据付けは、原子炉容器の統合性を損なうことに関連するので
、少なくとも２つの酸素熱力学的活性センサを据え付け、酸素熱力学的活性センサの感知
素子は、液体金属冷却材層内にあることが好ましい。センサのうち１つは、冷却材が炉心
から出る原子炉容器の「高温」中心部分内にあり、２つ目は、容器の「常温」周縁部分に
ある。
【００２０】
　冷却材レベルの上に位置する更なる酸素熱力学的活性センサは、断続的に動作するため
、このセンサは、このセンサの感知素子を冷却材層内に浸漬させる垂直移動デバイスを備
える。
【００２１】
　更なる酸素熱力学的活性センサは、原子炉容器中心部分の冷却材レベルの上に位置する
ことになるのが好ましい。
【００２２】
　好ましくは、固体電解質を、酸素熱力学的活性センサとして使用する。
【００２３】
　本発明の技術的結果は、原子炉液体金属冷却材状態監視システムの創出によって達成さ
れ、このシステムは、原子炉内に位置し測定ユニットに接続した制御要素を収容し、制御
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要素は、原子炉圧力容器の中心及び周縁に位置し液体金属冷却材層内に感知素子を有する
酸素熱力学的活性センサ、並びに液体金属冷却材レベルの上に位置し冷却材中に周期的に
浸漬可能であるように設計した更なる酸素熱力学的活性センサを含む。
【００２４】
　少なくとも２つの酸素熱力学的活性センサが据え付けられ、酸素熱力学的活性センサの
感知素子は、液体金属冷却材層内にあることが好ましい。
【００２５】
　冷却材レベルの上に位置する更なる酸素熱力学的活性センサは、垂直移動デバイスを備
えることが好ましい。
【００２６】
　更なる酸素熱力学的活性センサは、原子炉容器中心部分の冷却材レベルの上に位置する
ことになることも好ましい。
【００２７】
　好ましくは、固体電解質を、酸素熱力学的活性センサとして使用する。
【００２８】
　センサは、３５０～６５０℃のＰｂ又はＰｂ－Ｂｉ溶融物による激しい影響、最大１．
５ＭＰａの圧力、最大１００℃／秒の熱衝撃、及び最大１．０ｍ／秒の冷却材速度という
条件下で、確実に動作するものとする。
【００２９】
　したがって、本発明で使用される酸素熱力学的活性センサの動作は、固体酸化物電解質
ベースのガルバニ濃淡電池を用いる電気化学方法に基づく。そのようなセンサは公知であ
り、電力工学分野では様々な物質中の酸素含量の決定に適用し、化学及び自動車産業では
ガス中の酸素の監視に適用し、冶金及び半導体技術では金属溶融物中の酸素の監視に適用
する。
【００３０】
　本出願人は、請求項１に記載の液体金属冷却材を用いる原子炉内の酸素熱力学的活性を
監視する方法も保護し、この方法は、冷却材中の酸素熱力学的活性を測定すること、及び
測定ユニットに読取り値を送ることによる、方法であり、測定は、原子炉容器の「高温」
中心部分及び「常温」周縁部分で連続的に実施され、酸素熱力学的活性は、原子炉の「高
温」中心部分で断続的に更に測定される。
【００３１】
　酸素熱力学的活性の更なる測定は、原子炉の中心部分で１ヶ月に１又は２回実施される
。
【００３２】
　本発明を図面によって例示する。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】液体金属冷却材中の酸素熱力学的活性を監視するシステムを有する原子炉の図で
ある。
【図２】ＢＭ－４０Ａ及びＯＫ－５５０プラント内の鉛－ビスマス冷却材温度に対する酸
素熱力学的活性センサ（ＯＡＳ）読取り値の依存性を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　液体金属冷却材を用いる原子炉は、冷却材レベルより下にある炉心２を有する容器１を
有し、センサ通路４を有する遮蔽プラグ３は、炉心の上に位置する。原子炉容器１は、蒸
気発生器５及び循環ポンプ６も収容する。保護ガスは、原子炉容器１の上側部に位置する
。
【００３５】
　冷却材中の酸素熱力学的活性を監視するシステムは、感知素子８を備える常置式酸素熱
力学的活性センサ７を備え、感知素子８は、遮蔽プラグ３の通路４において、原子炉容器
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１の「高温」中心部の液体金属冷却材層に位置する。センサ７は、共通の測定ユニットに
接続される（図では省略する）。
【００３６】
　監視システムの酸素熱力学的活性センサ９は、原子炉容器１の「常温」周辺部の液体金
属冷却材層に位置する感知素子１０を有する。センサ９は、共通の測定ユニットに接続さ
れる（図では省略する）。
【００３７】
　監視システムの更なる酸素熱力学的活性センサ１１は、液体金属冷却材レベルの上に位
置し、この目的に適した任意の設計をもつ垂直移動デバイス１３の使用によって、センサ
１１の感知素子１２が冷却材レベルの下に周期的に移動可能であるように設計されている
。センサ１１も、共通の測定ユニットに接続される（図では省略する）。
【００３８】
　更なるセンサ１１による酸素熱力学的活性の測定頻度は、状況に応じて実験により決定
され、平均では１ヶ月に２回である。
【００３９】
　酸素熱力学的活性監視システムを有する原子炉は、以下のように動作し、監視方法は以
下のように実施される。
【００４０】
　炉心２内で加熱され溶融した冷却材は、ポンプ６により生成した圧力下、蒸気発生器５
に供給し、炉心の熱を水蒸気に移動させる。原子炉の動作中、反応容器１の「高温」及び
「常温」領域内の酸素熱力学的活性の数値は、酸素熱力学的活性センサ７及び９を使用し
て決定する。測定値は、単一の測定ユニットに送信する。次に、酸素熱力学的活性の温度
依存性を決定し、表形式の値と比較し、これにより、液体金属冷却材の状態、例えば構造
鋼鉄との相互作用により冷却材中に不純物が存在すること、に関する結論を出すことを可
能にする。
【００４１】
　測定したパラメータが設定値からずれている場合、冷却材中に溶存する酸素濃度は、冷
却材成分酸化物を溶解させることによって維持され、この冷却材成分酸化物は、回路内に
事前に供給されるか、又は冷却材から結晶化させ、フィルタ上に蓄積させることによって
生成する。
【００４２】
　したがって、全ての設計動作モードにおいて、冷却材中の設定酸素熱力学的活性を連続
的に監視し、維持することが実施される。
【００４３】
　既に上記したように、プラントの動作中、冷却材中の酸素熱力学的活性は、一方で、構
造材料面上の酸素不活性化膜を保護する範囲、即ち耐食性範囲、及び他方で、非等温回路
の全ての部品の原子炉回路要素の内側面上にスラグを堆積させない範囲内にあるべきであ
る。
【００４４】
　循環回路で液体金属冷却材を用いる原子炉を長期間動作させる際、冷却材中に溶存する
酸素は、連続的に消費され、構造材料成分中の不純物と結合し、冷却材の成分と比較する
と酸素親和性がより高い溶融物（鉄、クロム）の中に拡散する。
【００４５】
　これにより、溶存酸素濃度は、保護酸化物コーティングが劣化し始める値まで低下し、
このことは、腐食の急激な増加を意味する。したがって、液体金属冷却材を用いる循環回
路の動作の質を表す最も重要なパラメータの１つは、溶融物中に溶存する酸素の熱力学的
活性であり、連続的に監視すべきである。
【００４６】
　本発明によれば、パラメータ・センサの故障、又は故障が疑われる時、測定は、酸素熱
力学的活性センサ１１（監視及びバックアップ機能を有する）によって実施する。測定は
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較するか、又はセンサ７及び９が故障した場合に酸素熱力学的活性を測定できるようにす
る。
【００４７】
　したがって、原子炉動作の信頼性、及び原子炉流路内の物理工程及び化学工程に関し得
られた情報の正確さが増大する。原子炉圧力容器の「高温」及び「常温」部分内に常置式
酸素熱力学的活性センサを据え付け、断続的に動作する更なる酸素熱力学的活性センサが
利用可能であることで、通例の原子炉動作モードを変更せず、リアルタイムにデータを入
手することが可能にもなる。
【００４８】
　本発明を適用すると、液体金属冷却材を用いる原子炉鋼鉄循環回路の有効寿命を拡大し
、スラグの堆積をなくし、回路内に施したフィルタ・ユニットの効率の向上を可能にする
。
【００４９】
　鉛－ビスマス冷却材の温度に対する、酸素熱力学的活性センサ（ＯＡＳ）の読取り値の
依存性を示す図２のグラフは、本明細書に対する例示として、異なる原子力プラントの鉛
－ビスマス循環回路内の酸素熱力学的活性の特定の読取り値を示す。
【符号の説明】
【００５０】
　１　容器
　２　炉心
　３　遮蔽プラグ
　４　センサ通路
　５　蒸気発生器
　６　循環ポンプ
　７　酸素熱力学的活性センサ
　８　感知素子
　９　酸素熱力学的活性センサ
　１０　感知素子
　１１　更なる酸素熱力学的活性センサ
　１２　感知素子
　１３　垂直移動デバイス
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